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上記代理人

裁　　 決 書

２:L保援第10  4  6 号－８

審査請求人　 ㎜

審査話求人　皿

(別紙代理人目録のとおり)

北九州市門司区清滝１丁目１番１号，
処／分　庁　　 北九州市門司福祉事務所長　　≒

上記審査請求人（以下「請求人ら」という。）から、平成２１年６月１７日付けで
提起のあった上記処分庁の生活保護法（昭和２５年法律第１ ４ ４号。以下「法」と
いう。）に基づく保護変更決定処分（以下「本件処分」という。）に対する審査請求
について、次のとおり裁決します。　　　　 十

主 文

処分庁が請求人らに対して平成２１年４月２０日付けで行った保護変更決定処
分を取り消します。ｉ

理 由

第１　審査請求の趣旨及び理由　　 ’
十本件審査請求の趣旨は、処分庁が平成２１年β月から厚生労働省告示別表第
１第２章一２－（４）に基づく障害者加算（以下√「家族介護料」という。）を
認定することとした本件処分の取消しを求めるというもので、その内容は、申
請書記載のとおり、平成±3 年４月２３日に遡及して家族介護料を認定するよ 。
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う求めているものです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 し
その理由として、以下のとおり主張しています。
厚生労働省告示別表第１第２章障害者加算（４）では、「身体障害者手帳１、
２級相当若しくは国民年金１級相当に該当する障害のある者であって当該障
害により日常生活のすべてについて介護を必要とする者を、その者と同一世帯

に属する者が介護する場合においては、別に12,  0  6 0 円を算定するものと
する」とされている。 （以下皿 という。）は、
平成１ １年４月１５日に身体障害２級と認定され､身体障害者手帳の交付を受
けた。平成１３年４月２３日、㎜ は入院加療を受けていた㎜

を退院し自宅に戻ったが、介護人を雇うだけの経済的余裕がなかったことから、
退院以来、㎜ と同居している 睇Ji参 に　　　 …………．
と い う 。） が 、 ㎜ の 日 常 生 活 め す べ て に つ い て 介 護 を し 七 き た 。 そ の

状 態 は 退 院 か ら 現 在 に 至 る ま で 、 何 ら 変 化 は な い 。　　　　 犬

し た が っ て 。
㎜ か 退 院 し た 日 か ら 、 請

余
人 ら は 家 族 介 護 料 の 受 給 要

件 を 充 足 し 、支 給 を 受 け る こ と が で き た こ と は 明 ら か で あ り 、処 分 庁 は 請 求 人

ら の 申 請 ど お り 支 給 決 定 を す べ き で あ る 。

２　 処 分 庁 は 、四 の 日 常 生 活 の す べ て に つ い ’て
㎜ が 介 護 を し て

Ｉ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　 ¢
い る と い う 実 態 に つ い て 、そ の 事 実 を 十 分 に 把 握 し て い た に も か か わ ら ず 、 家

族 介 護 料 の 支 給 の 可 否 に つ い て 検 討 を 怠 り 、請 求 人 ら に よ る 家 族 介 護 料 申 請 に

向 け た 助 言 す ら な さ れ な か っ た 。法 第 ２ ５ 条 第 ２ 項 で は 、「保 護 の 実 施 機 関 は 、

常 に 、被 保 護 者 の 生 活 状 況 を 調 査 し 、保 護 の 変 更 を 必 要 と す る と 認 め る と き は 、

す み や か に 職 権 を も っ て そ の 決 定 を 行 い 、 書 面 を も っ て 、 こ れ を 被 保 護 者 に 通

知 し な け れ ば な ら な い 」 と さ れ て い る 。 請 求 人 ら の 介 護 の 状 況 に つ い て 、 処 分 ∧

庁 は 十 分 に 把 握 し て い た か 、容 易 に 把 握 し 得 た の で あ る か ら 、 職 権 に よ り 保 護

の 変 更 を な す べ き で あ う た の に 、そ の 義 務 を 怠 り 、誚 求 人 ら に 不 利 益 を 生 じ さ

せ た の は 、 処 分 庁 の 任 務 懈 怠 で あ る 。　　　　　　　　　　　　　　　 ／

３　 本 件 処 分 は 、 平 成 ２ １ 年 ３ 月 ま で の 遡 及 し か 認 め て い な い 。 平 成 １ ３ 年 ４ 月

２ ３ 日 か ら 平 成 ２ １ 年 ２ 月 ま で の 期 間 に つ い て 家 族 介 護 料 が 受 給 で き な っ た ／

こ と は 、 処 分 庁 の 任 務 懈 怠 に よ る も の で あ り 、 申 請 ど お 咲 の 支 給 を 認 め な か っ

た 本 件 処 分 は 、 法 第 ９ 条 、 第 ２ ５ 条 第 ２ 項 に 違 反 し 違 法 な い し 不 当 で あ る 。

第２　処分庁の弁明の趣旨及び理由
処分庁の弁明の趣旨は、本件審査請求の棄却を求めるというもので、その理

由の要旨は、次のとおりです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　 犬
１　請求人らは、デイサービスや福祉用具貸与の介護サービスを利用し、介護扶
助として自己負担なく現物支給を受けてきており、介護人（ヘルパＴ）を利用
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する場合も本人負担なく利用できることは、当然認識していたはずである。
請求人らが介護サービスを利用するに際し、本人負担はなかったわけである
から、「経済的余裕がなかった卜 との主張は理由がない。

またヽ四 の状況についてはヽ平成１３年９月の訪問調査時に･ヽ「リ
ハビリで字が書けるまで回復した。」と述べたことや、平成１６年５月の情報
提供書で食事は匙を使珀して自立しているとされたことなどから、必ずしも日
こ常生活のすべてについて介護が必要という程度ではなかった。
２　処分庁は、平成１３年４月２ ３日、㎜ 退院時点では家族介護料の必
要性はないと判断しており、その後の定期訪問においても、㎜ の身体

状況等を適宜、把握していたが、食事は自立していること等から√日常生活の
すべてにおいて介護を要するとの判断には至らなかったものである。今回の申
請を受けて、詳細な調査を行い、総合的に検討した結果、保護の変更申請の場
合、その効果は遡及せず、将来的であることを原則とすると解されることから、
平成２１年３月の申請時点から、将来に向かってその必要性を認めたものであ

罰
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眉
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り、任務懈怠によって請求人らの家族介護料が認定されなかったとの主張は理
由がなく、平成１３年まで遡及させる理由はないことから、処分庁の決定に違
法若しくは不当な点は全くない。　　　　　　　　　　　　卜

反論の趣旨　　　　　　　　　　　　　 １
請求人の反論の趣旨は、次のとおりと解されます。

１　処分庁は、請求人らが介護人（ヘルパー）の利用に負担がないことを当然認
識していたはずと主張するが、請求人らは、複雑な介護扶助制度の仕組みを詳
しく知るはずもなく、デイサービスや福祉用具貸与が自己負担なく利用できる
から介護人（ヘルパー）の利用も自､己負担なく当然にできると認識していたと
は到底言えないはずである。

２　処分庁は√四 につい七、㎜ 湃院時点では家族介護料の必要
性はなかったと主張するが、処分庁がその判断要素とした具体的事実は、平成
１３年９月２８日の訪問調査、平成１６年５月１２日作成の情報提供書、平成
２１年４月６日に実施したＡＤＬ状況調査の３点であり、平成１３年４月２３
日の退院時点での判断材料は何ひとつ示していない．　　　．．
またヽ 上記判断要声につい了も㎜ が、宇が書けたごと、スプ･¬ン等

を使い自分で食事ができたことをもって、直ちに介護が不要であることを意味
するものでもなくｉ 生活全般について介護が必要であったことは明らかである。
そもそも㎜ は、平成２ １年３月時点において、急に状態が悪化した
ものではない。同人の状態は、平成１３年４月２３日時点から比べると、リハ
ビリの効果により、むしろ良くなった面がありジ決して悪化しているわけでは

-3-
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ない。処分庁が、平成１３年４月２３日時点において、「そもそも必要性があ
ると認識していなかった」というのは不自然である。処分庁は、平成L3 年1
∧2月には、四 が介護保険の「要介護３」の認定を受けているJ平とを確
認し、平成１４年１１月２２日には4 ㎜ が「要介護４」となっている
ことを確認している。要介護４とは、通常、「日常生活能力の低下がみられ、
排泄、入浴、衣服の着脱など全般に全面的な介助が必要」な状態をいうのであ
るから、請求人らについて、家族介護料の認定要件を満たすべき事実が存在し
･たことは明らかであり、処分庁は明白な事実を認識することを怠り、適当な指
導をしなかったことについて任務懈怠がある。
３　処分庁は、㎜ が申請より前の時点で家族介護料を要する状態であっ
たのかの調査、判断をまったく行っておらず、調査義務を懈怠している。
職権主義によって付すべき加算を付さずに、最低生活を保障するに足りない
保護費しか支給してこなかった場合に、調査によって容易に需要を把握できた
時点にまで遡及して不足分を支給しなければならないことは当然であり、遡及
しないことは違法あるいは不当である。

第４

言

総

ご

‥‥
ぺ
　
．．・　
卜
卜
／
　
’
、．

‘
１

認定事実
当庁が認定した事実は、次のとおりです。
平成１２年１１月７日　　　　　　　　　　　　十
請求人らは医療費に困窮しているとの理由で保護を申請し受給開始したこ
と。なお、㎜ は、平成１１年４月１５日に身体障害者手帳２級（肢体
不自由（体幹障害））を取得していたこと。
２　平成１２年１２月１９日
㎜ は、入院し７いた㎜ を退院し、㎜ に転院した

こと 。` 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ミ　　　　　　　　　 ご

３　 平 成 １ ３年 ４ 月 ２ ３ 日

－ ｔ 皿 を 退 院 し た こ と 。　　　　　　　　　　　 。

４　 平 成 １ ３年 ８ 月 ２ ８ 日　　　 レ

処 分 庁 は 、㎜ を 訪 問、主 治 医 と 面 接 し 、
四C75 病 状 に つ'い 。

Ｉ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　　　　　　　・ １て 聞 き 取 り調 査 を行 い 、病 名 は 全脊 椎 靭 帯骨 化 症 で あ り 、四 肢 の 麻 痺 に よ り 稼

働 の 見 込 みが な い と の 調 査 結 果 を 得 た こ と 。

５　 平 成 １ ３年 ９ 月2 ･8 日

処分庁は、請求人ら宅を訪問し、㎜ が書いた収入申告書当徴収した
こと。その際、㎜ は、リハビリにより字が書けるまで回復したと述べ
たこと。

６　平成１３年１１月：レ3 日

４
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処 分 庁 は
ヽ
㎜ を 訪 問

ヽ
主 治 医 と 面 接 し 、 ㎜ の 裨 院 に つ い

て 、 術 後 の 経 過 観 察 、 リ ハ ビ リ の た め 通 院 が 必 要 で あ る と の 意 見 を 得 た こ と 。

７　 平 成 １ ３ 年 １ ２ 月 ２ １ 日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ／

処 分 庁 は 、請 求 人 ら 宅 を 訪 問 し 、皿 こ対 し 介 護 保 険 の 利 用 を 勧 め た

が 、皿 は 、 既 に 介 護 判 定 を 受 け 、 介 護 保 険 証 を 持 っ て い る と 述 べ 、 要

介 護 状 態 区 分 は 要 介 護 ３ で あ り 、有 効 期 間 は 平 成 １ ４ 年･5 月 ３ １ 日 ま で の 介 護

保 険 証 を 提 示 し た こ と 。

８　 平 成:L4 年 ７ 月 ３ １ 日　　　　　 レ

処 分 庁 は 、 請 求 人 ら 宅 を 訪 問 し 、 生 活 状 況 等 の 調 査 を 行 っ た と こ ろ･、
－

・ は 次 の と お り 述 ぺ た こ と 。　　　　　　　　　　　　　　　　　　･I

杖 の 使 用 と 皿 の 介 護 で な ん と か 歩 行 で き る よ う に な っ て き た が 、調

子 に 乗 っ て 転 倒 し た 。 危 険 防 止 の た め 室 内 で も 車 椅 子 の 使 用 を 考 え て い る 。
、

９　 平 成 １ ４ 年 ９ 月 ４ 日　　　　　　　　　　　　　　 ダ

処 分 庁 は 請 求 人 ら 宅 を 訪 問 し 、㎜ の 身 体 状 況 等 に つ い て 聞 き 取 り 調

査 を 行 い 、 次 の と お り 調 査 結 果 を 得 た こ と 。　　　　　　　　　　 ＼
ｊ　　　　　ｌ　　・　　　　　　　　　　　　　　 、　　　　　　　ｌ　ｌ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｌ

全 脊 椎 靭 帯 骨 化 症 で 肢 体 不 自 由 、腕 が 上 が ら な い 。｡車 椅 子 で は 足 が 弱 る の で 、

歩 行 器 を 使 用 し て い る･。 電 動 ベ ッ ド か ら の 起 き 上 が り 、､歩 行 器 へ の 移 動 は 自 力

で 可 能 。 歩 行 は 支 え 歩 き が で き 、 杖 歩 行 も 可 能 で あ る が 、 転 倒 の 危 険 性 が 高 く
仍
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介助が必要。転倒すると、自力では起き上がれない。　トイレは自力で可能。
Ｏ　平成１４年１１月２２日　　　　　　　　　　　　 し
処'分庁は、請求人ら宅を訪問.し、㎜ の介護保険薺介護認定更新につ

いて、以下の調査結果を得たこと。
要介護状態区分は要介護４、有効期間は平成１４年８月]､３日から平成１５

年２月２８日まで。
その際、㎜ から、トイレ使用時に支障があるため福祉用具（自動洗

浄機と便座）を購入したいとの相談がなされ、処分庁は介護保険での手続きに
、ついて指導を行ったこと。　　　 ＼　　　　　　　　/
11　平成､15 年２月１７日　　　　　　　　　　　　　 っ

㎜ は、処分庁への電話で4 － の介灑状態につ｡いて次のとお
り述べたこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　レ
㎜ は、トイレは独力で起居動作ができない全介助状態である。
介護保険等で便座昇降機が導入されれば、かなり楽になる。

12　 平成１５年３月２８日　　　　　　　　　　 ／　　　　ｌ　　。
舛分庁はヽ 尚－ の介護坏険要介護認走更新結果についてヽ要介護状態

区分は要介護４,有効期間は平成1･5 年３月１日から平成１６年２月２９日ま
でであることを確認し、平成１５年２月１４日に、請求人らから申請がなされ

.-　　　　　　　　　　-5－　　　　　　　.’
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て い た 特 殊 寝 台 付 属 品 （キ ャ ス タ ー ） 及 び 歩 行 器 貸 与 に つ い て 、 介 護 扶 助 を 認

定 し た こ と 。　　　
¶■　　　　　　　　 。　

－　 ・　　　　　
■　Ｉ　　　

。　　　　　　　　　　・　I　　I　　1

13　 平 成 １ ５ 年1.0 月 １ ７ 日　　　　　　　　　　　　　　　　 卜　　　　　 卜

・　　　　　　　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ●処 分 庁 は
ヽ
㎜ に つ い て 病 状 調 査 を 行 い

ヽ
嘸 襾 医 へ の 協 議 を 行 う た 結

巣 、 ほ ぼ 白 常 的 に 身 体 不 自 由 の
㎜

の 介 護 を 要 す る こ と を 考 慮 す れ ば 、

∧四 の 就 労 は 現 実 的 で は な い と の 判 断 を 行 っ た と と 。　　 ＼

14　 平成１６年５月１９日　　　　　　　　　　　　　　　　　 ‥
処分庁は、㎜ の介護保険要介護衂定更新結果について、婁介護状態
区分は要介護３、有効期間は平成１６年３月１日から平成１７年２月２８日ま
でであることを確認し、福祉用具貸与を内容とする介護扶助を認定したこと。

｜　　　
・　　　　１

ヽ なお、その際、－ の身体状況等について、食事は自立、入浴は全介
助である等とする情報提供書が作成されたこと。
15　平成１６年９月１日～平成ユ７年４月１０日

処分庁は、自動車の処分を内容とする指導指示に違反したとして、請求人ら

に対する保護を停止したこと。　　　　｡､　｡　　　　　　　　● ■　㎜　　　■
16　平成１７年２月１４日

処分庁は、請求人ら宅を訪問し、請求人らの生活状況等の調査を行ったとこ
・ ろ√請求人らは次のとおり述べたこと。　　　　十　　　　 厂

食事は１日１回であり、㎜ の体調が悪いときは店屋物を取って食べ
ている。排泄は、㎜ がトイレに間に合わないときがあるため、紙おむ
つ、尿とりパットを利用している。㎜ は、｡平成１６年１１月から特別
障害者手当を受給するようになった。

17　平成L7 年２月18･ 日
処分庁は、請求人らの生活状況調査のため請求人ら宅を訪問したところ、●

㎜ は次のとおり述べたこと。　　　　　　　　　 ’
介護サービスについては、担当ケアマネージャーから聞いたことがある。し

かし、自分たちは無理をしてでも、できることは自分でしたいと考えている。
それは、甘えてしまうと自立が遠のくからであり、なるべくお世話になるよう
なことはしたくないという気持ちからである。　　　　　　　ノ　/
18　平成１８年８月１６,日　　　　　　　　　　　　 ∧　　　　 二
二 処 分 庁 は 、㎜ か ら、四 の特 別 障 害 者 手 当 に つ い て 、受 給 時

期 、受 給 金 額 を 口頭 で 確 認 し 、平 成 １ ８年 ９月 １ 日付 け で 同 手 当 の収 入 認 定（月

‘ 額 ２ 6,  4  4  0 円） を 開 始 し た こ と 。　　　　　　　　　　　　　　　　 二

19　 平 成 １ ８年 １！ 月 １ ４ 日　　　　　　　　　　 ＼　　･･

処 分 庁 は 、㎜ の 特別 障 害 者 手 当 の 収 入 認 定 に合’わ せ 、平 成 １ ８年 ９

月 １ 日 付 け で 、㎜ め基 準 生 活 費 に つ い て 、厚 生 労 働 省 告 示 別 表 第 １ 第

l･　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a　　　　　　　　　　・
-6-
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２章一２障害者加算（３）に基づく加算（以下、「重度障害者加算」という。）

の認定を行ったこと。
20　 平成１９年１月１７日

姑分庁は、前記、重度障害者加算の認定について、㎜ が特別障害者
手当を受幃開始した月（請求人世帯の場合、保護再開した平成１７年４月）ま
で遡及認定を行うことの可否について、厚生労働省社会・援護局保護課へ疑義
一照会を行ったところ、同課から遡及認定を行って差し支えないとの回答を得た
ため、平成１７年４月まで遡及して認定を行い､その差額を支給決定したこと。

21　 平成１９年１１月２８日
処分庁は、請求人ら宅を訪問し、＼生活状況等の聞き取りを行づたところ、耡

㎜ が、自身の身体状態が悪化しており、㎜ の入浴介助に支障が
生じていると述べたため、処分庁は、介護保険のデイサービス利用を検討する
よう助言したこと。　　　　　 尚

22　 平成２０年３月１０日
請求人は、前記27 の㎜ のデイサービス利用について、介護扶助変

更:申請を行い、処分庁は、その変更認定を行ったこと。
23

ｎ
糾
白

平成２０年３月２６日　　　　 卜
処分庁は、:請求人ら宅を訪問し、生活状況等り聞き取りを行ったところ、●

㎜ は、次･のとおり述べたこと。
年明けに、‘㎜ が風呂場で転倒し、救急車七－ に運ばれた

が、骨折はなく入院には至らなかった。入浴のごとは気iこなっていたので、デ
イサービス（入浴介助）の利用はありがたいご

24　 平成２０年９月亅 日
処分庁は、㎜ を訪問し、㎜ についてヽ リハビリは週１呷

で継続しており、現状維持を目指しているという主治医の意見を得たこと。
25　平成２１年２月６日

請求人らから、㎜ か入院治療を受ける期間I、㎜ はショート
スデイを利用するとい｡う介護扶助変更申請がなされ、処分庁は、サービス内容
の変更について、介護扶助の認定変更を行ったこと√

26　平成２１年3 一月２４日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ご
請求人らから、処分庁に対し八 保護変更申請書（以下、「本件保護変更申請」

という。）が提出され、その申請内容は、家族介護料を加算して保護を実施し、
その保護の変更については、平成１３年４月。２３田こ遡って変更決定の上、実
施することを求めるものであったこと。

27　平成2/1 年３月３０日　　　　　　　　　　　 二　　。　　゙
処分庁は、請求人ら宅を訪問し、家族介護料の認定要件にういて聞き取り調

-7－



う`

・”

ト
ブ

』
袖
川
判
一一

査を行い、li ま、杖と伝い歩き申室IXiの移動が可能であり、トイレへ
の 移 動 が 可 能 で あ る と の 調 査 結 果 を 得 た こ と 。

な お 、処 分 庁 は 、 調 査 が 不 十 分 で あ る と し て 、後 日 、 委 託 介 護 支 援 専 門 員 の

協 力･を 得 た 上 で 、 詳 細 な 調 査 を 行 う こ と と し た こ と 。

28　 平 成 ２ １ 年 ４ 月 ６ 日

（ １ ） 処 分 庁 は 、 請 求 人 宅 を 訪 問 し 、 委 託 介 護 支 援 専 門 員 の 協 力 を 拑 て 、㎜

・
の 要 介 護 状 態 に つ い で 調 査 膏 行 い 、 以 下 の 調 査 結 果 を 得 た こ と 。

な お 、 調 査 に つ い て は 、「北 九 州 市 生 活 保 護 質 疑 問 答 集 」 、（以 下 「認 定 基 準 」

と い う 。） に 基 づ き 、 食 事 、 排 泄 、 入 浴 の 日 常 生 活 動 作 の 状 況 に つ い て 、AB

Ｃ の ３ 段 階 で 評 価 を 行 っ た こ と 。

ア　 食 事 に つ い て

① 動 作 に 係 る 評 価 区 分　　　　　･ 二

Ａ　 「や や 時 間 が か か っ て も 手 の 届 く 範 囲 に 食 物 が あ れ ば 、 フ ォ ー ク ・ス

ゾ ー ン 等 を 使 用 し て 自 分 で 食 事 が で き る 」な ど 、Ｂ よ り 程 度 が 軽 度 な も

｡の 。　　　　　　　　　　　　　　 レ

Ｂ　 適 切 に 調 理 し て い て も 、お か ず を 刻 ん で も ら う な ど 一 部 介 助 を 要 す る 。

Ｃ　 「全 面 的 に 介 助 を 要 す る 」 な ど 、 Ｂ よ り 程 度 が 重 度 の も の 。’

② 調 査 結 果 は4 以 下 の と お り で あ っ た た め 、 評 価 は 「Ａ 」 と し た こ と 。

○　 皿 が 適 切 に 調 理 し て 配 膳 し た も の を 、 自 分 の 箸 等 で 食 べ る 。

二○　 右 手 の 握 力 が 低 下 し て い る た め 、左 手 で 箸 、 フ ォ ー ク 、 ス プ ー ン を 持

う て 、 自 分 で 食 べ て い る ○　　　　　　　　　‘　　　　　　、　　　　　　　　・

。　　　 ０　 体 調 不 良 時 圃
－

が ベ ッ ド で 食 事 介 助 を す る ’（月 比 ２ ～ ３ 回 ）・

イ　 排 泄 に つ い て　　　　　　　　 十　　　 ダ
① 動 作 に 係 る 評 価 区 分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ‥

Ａ　 「手 す り を 用 い て 座 り 立 ち 上 が り が で き る 、 ま た 、 や や 時 間 が か か っ

て も 衣 服 の 上 げ 下 げ 、後 始 末 が で き る 」な ど 、Ｂ よ り 程 度 が 軽 度 の も の 。

Ｂ　 便 器 に 座 ら せ て も ら う な ど 一 部 介 助 を 要 す る 。　　 匸

Ｃ　 「全 面 的 に 介 助 を 要 す る 」 な ど 、 Ｂ よ･り 程 度 が 重 度 の も の 。

② 調 査 結 果 は 、 以 下 の と お り で あ っ た た め 、 評 価 は 「Ｂ 」 あ る い は 「Ｃ 」 と

し た こ と 。／

■　■　　　　Ｉ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　－
○　 尿 意 、 便 意 は あ るg　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 上
○　 昇 降 便 座 、 ウ ォ シ ュ レ ッ ト を 使 用 し 操 作 は で き る 。　　 ・

●I　　　　　　　　
・　　　　　　　　　　　　　　●

○ 万移 動i 着 衣 の 上 げ 下 げ 、 排 便 時 の 清 潔 に 介 助 が 必 要 で あ る 。

○　 間 に 合 わ な い 時 （１ 日 に １ 回 程 度 ） が あ る た め 、 リ ハ ビ リ パ ン ツ ご 尿

と り パ ッ ト を 使 用 。＼交 換 は 介 助 が 必 要 で あ る 。　　　　　 △　　 レ

ウ　 入 浴 に つ い て　　　　　　　　　　　　　 。

。-８-
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①動作に係る評価区分

Ａ　「やや時間がかかってもスポンジやシャワーを使って一人で行える」
、など、･Ｂよ･り程度が軽度なもの。　　　　　　　　　　　 ’

Ｂ　体を洗ってもらうなど一部介助を要する。　　　　　　 二
Ｃ　「全面的に介助を要する」などレＢより貍度が重度なもの。

②調査結果は、､以下のとおりであったため、評価は「Ｂ」あるいは「Ｃ」と
したこと。
○　平成２０年２月１５日から、週２回、デイサービスを利用して入浴し
ている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 二

○　上半身前側のみ自分で洗うが、他は介護者が洗う。二
○　シャワーキャリー－を使用し、スロープで浴槽につかる。

29　 平成２１年４月２１日
処分庁は、請求人ら宅を訪問し、本件保護変更申請について、平成２ １年３
月から家族介護料を認定し、平成１３年４月２３日までの遡及は認めないとす
る本件処分決定通知書を交付したこと。
30　平成２１年９月１日　　　　　　　　　　　　　　　　　　 、

請求人らは、本件審査請求に係る口頭意見陳述において、次のとおり述べた

こと;
－

が逖院した後、同人に対する日常生活介護は、㎜ が行っ
匸てきた。食事について、㎜ の食事の用意は、すべて㎜ が行つ
ておりヽ、㎜ が食べることができるように細か｡く切っている。また、魚
料理は、㎜ が骨をすべて取り餘いている。
排泄については、昇降機付きのトイレが設置されているので、一人でできる

が、それは調子がいい時で、普通はおむつを使用している。

第５

１
審査庁の判断
法は･、保護の程度について、「厚生労働大臣の定める基準により測定した要

保護者の需要を基とし、そのうち、その者の金銭又は物品で満たすことのでき
ない不足分を補う程度において行うものとする」（法第８条第１項）こととし、
保護の基準について、「要保護者の年齢別、性別、世帯構成別、所在地域別そ
の他保護の種類に応7じて必要な事情を考慮した最低限度の生活め需要を満た
すに十分なものであって、且つ、これをこえないものでなければならない」（第
８条第２項）と規定しています。また、法は、保護は、「要保護者の年齢別、
性別、健康状態等その個人又は世帯の実際の必要の相違を考慮して、有効且つ
適切に行うもの」（法第９条）jと規定しています。そして、これら法の規定を
受けて、厚生労働大臣は、「生活保護法による保護の基準」（昭和３ ８年厚生省

／　　　　　　　　　　　　　-9-　　　　･｡
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告 示 第 １ ５ ８ 号 ） を 定 め て い ま す 。 。

家 族 介 護 料 に つ い て は 、「身 体 障 害 者 福 祉 法 施 行 規 則 （昭 和 ２ ５ 年 厚 生 省 令

第 １ ５ 号 ）別 表 第 ５ 号 に 掲 げ る 身 体 障 害 者 程 度 等 級 表 （中 略 ） の １ 級 若 し く は

２ 級 又 は 国 民 年 金 法 施 行 令 （昭 和 ３ ４ 年 政 令 第 １ ８ ４ 号 ）別 表 に 定 め る １ 級 の

い ず れ か に 該 当 す る 障 害 の あ る 者 」で あ っ て 当 該 障 害 に よ り 日 常 生 活 の す べ て

に つ い て 介 護 を 必 要 と す る も の を 、そ の 者 と 同 一 世 帯 に 属 す る 者 が 介 護 す る 場

合 に お い て は､、 別 に12,  0  6  0 円 を 算 定 す る も の と す る 。」 と さ れ て い ま す
●１　　、　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ

（別 表 第 １ 第 ２ 章 一 ２ 障 害 者 加 算 （ ２ ） の ア 及 び （４ ））。

本 件 処 分 は 、こ の 家 族 介 護 料 に つ い て 、平 成 ２ １年 ３ 月 ２ ４ 日 に 請 求 人 ら か

ら 申 請 が な さ れ （認 定 事 実26 ）、 処 分 庁 は 、そ れ を 平 成 ２ １ 年 ３ 月Ｔ 日 か ら 認

定 し た （認 定 事 実29 ） も の で 、 前 記 審 査 請 求 の 理 由 、･処 分 庁 の 弁 明 の 理 由 及

び 反 論 の 趣 旨 か ら 、本 件 の 争 点 は 、① 家 族 介 護 料 の 認 定 方 法 が 職 権 認 定 で あ る

か 否 か 、② 家 族 介 護 料 の 認 定 時 期 は 適 正 で あ っ た か 否 が 、と 思 料 さ れ ま す の で 、

以 下 検 討 し ま す 。

２　 家 族 介 護 料 の 認 定 の 方 法 に つ い て

っ
法 は 、 保 護 の 実 施 機 関 に 対 し て 、「常 に 、 被 保 護 者 の 生 活 状 態 を 調 査 し 、 保

護 の 変 更 を 必 要 と す る と 認 め る と き は 、す み や か に 、職 権 を も り て そ の 決 定 を

行 」 う こ と と 規 定 し て い ま す （法 第 ２ ５ 条 第 ２ 項 ）。

ま た 、 加 算 に 係 る 届 出 に つ い て 、「生 活 保 護 問 答 集 に つ い て 」（平 成 ２ １ 年 ３

月 ３ １ 日 付 け 厚 生 労 働 省 社 会 ・援 護 局 保 護 課 長 事 務 連 絡 。 以 下 「問 答 集 」 と い

う 。） で は 、「加 算 の 認 定 に 限 ら ず 、 最 低 生 活 費 の 認 定 は 、 一 般 に 本 人 の 申 告 、

届 出 が 中 心 と な って 行 わ れ る べ き も の で あ る 。 し か し 、 実 施 機 関 の 側 に お い て

も 対 象 者 の 需 要 発 見 に つ い て 積 極 的 に 確 認 の 努 力 を す べ き で あ る こ と は い う

ま で も な い 。 し た が っ て 、現 業 員 が 加 算 の 要 件 に 該 当 す る と 思 わ れ る 者 を 発 見

し た と き は 、た だ ち に 実 施 機 関 と し て 認 定 に 必 要 な 手 続 を は じ め る と と も に 本

大 に 対 し て 適 当 な 方 法 で 申 告 届 出 を 求 め る べ き で あ ろ う 。」（ 問 答 集 問 ７ － １

７） と さ れ て い ま す 。　　　　 ／　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ▽

家 族 介 護 料 に つ い て は 、被 保 護 世 帯 の 中 で 、従 来 か ら 同 居 家 族 に よ る 介 護 が

行 わ れ て い る よ う な 場 合 （認 定 事 実11 、13 ）、新 た に 加 算 認 定 の 契 機 と な る 金

銭 需 要 が 発 生 す る も の で は な い た め 、「実 施 機 関 の 側 に お い で も 対 象 者 の 需 要

発 見 に つ い て 積 極 的 に 確 認 の 努 力 を す べ き 」 も の で あ る と 思 料 さ れ ま す 。

請 求 人 ら 世 帯 に お い て は 、重 度 の 障 害 の 妻 が お り 、処 分 庁 が 家 庭 訪 問 調 査 を

行った際に、その者の白常生活の介護を同居家族である㎜ が行ってい
るのを確認していたこと、また、請求人ら分 らその旨の申述等があったことか
ら、処分庁は、誚求人ら世帯の実態を確認の上、家族介護料の要否について調
査検討を行うべきであったと思料されます。

-10-
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3　1家族介護料の趣旨及び処分庁の認定方法について
家族介護料は、重度障害者が居宅において臥床している場合、その介護に従

事する家族の努力は並大抵ではなく、無業の者に比べて強度の労作があるため、
栄養面やその他の諸雑費等を補強しなければならないという需要に対応させ
たものであると解され、日常生活のすべてについて介護を必要とし、実際に家
族による介護が行われでいることの判断は、実施機関の判断によることとされ、
＼介護の要否の基準は、食事、排便及び入浴の３つの基本動作がでできるか否か
が判断の目安となると解されています。
処分庁においては、認定事実28  <Dとおり、認定基準を定めて、家族介護料

の認定の適否を判断しています。 、　　　　　　　　　　　 ／　　　　　／
４　本件家族介護料の認定･について

処分庁は、㎜ が平成1 ’3年｡４月２３日の㎜ 貝院後の定期訪
問において、日常生活すべてにおいて介護を要するとの判断に至らなかった旨
主張し、請求人らは、同病院退院後から現在に至るまで日常生活すべてにおい
て介護を要する状態であったと主張します。　 卜
そこで、上記のとおりj 食事、排便及び入浴の３つの基本動作ができるか否
かが家族介護料認定の目安であり、また、家族介護料を認定するか否かは実施
機関の判断によるとされていることから、処分庁の認定基準の適否はともかく、
それに基づいて、以下検討します。
（１）食事について

四 が、平成‘13 年４月２３日、退院後の㎜ のﾐ食事につい
て は 、「食 べ る こ と が で き る よ う に 細 か く 切 っ て お り 、 魚 は 骨 を す べ て 取 り

除 い て い る 」 と 述 べ て い ま す （認 定 事 実30 ）。

（2 ） 排 便 に つ い て　 匸　　　　 －

平 成 １ ５年 ２ 月 １ ７ 日 に ㎜ か らj ㎜ 啅 、ト イ レ は 全 介 助

状 態 で あ る と の 申 出 が な さ れ た ご と （詔 定 事 実11 ） が 認 め ら れ ま す 。

（ ３） 入 浴 に つ い て

㎜ は 、平 成 １ １ 年 ４ 月 １ ５ 日 に 身 体 障 害 者 手 帳 ２ 級 （肢 体 不 自 由

（体 幹 障 害 ）） を 取 得 し て い る こ と （認 定 事 実 １ ） 及 び 平 成 １ ６ 年 ５ 月 １ ２

日 に 作 成 さ れ た 情 報 提 供 書 に お い て 、 入 浴 は 全 介 助 と さ れ て い る こ と （認 定

事 実14 ） が 認 め ら れ ま す 。　　　　　　　 卜 、　　 卜

こ れ ら
㎜

の 状 況 に 加 え 、上 記 の 平 成 １ ５ 年 ぐLO 月 １ ７ 日 に 処 分 庁

は 自 ら 、
㎜

の 就 労 眦 関 し 、 日 常 的 に･㎜ の 介 護 を 要 す る こ と

に を 考 慮 す れ ば 現 実 的 で な い と の 判 断 を し て い る こ と （認 定 事 実13 ） 及 び ●
■　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

｡
㎜17k

、 平 成 １ ６ 年 １ １ 月 か ら 特 別 障 害 者 手 当 （政 令 で 定 め る 程 度 の 著

二し い 重 度 の 障 害 の 状 態 に あ る た め 、日 常 生 活 に お い て 常 時 特 別 の 介 護 を 必 要

-11  -　　　 ‥
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とする者に支給するもの）を受給したこと（認定事実16 ）、㎜ のリ
ハビリについて、主治医は現状維持を目指していると述べたこと（認定事実
24 ）から、処分庁の認定基準に照らしても、少なくとも前記（２）の時期以

降には家族介護料の要件を満たしていたのではないかと考えられます。
よって、平成１５年２月以降、家族介護料の要件を満たしていることが推

認される中で、その確認及び検討が行われず決定された本件処分は妥当性を
。欠いたものと言わざるを得ません。
なお、家族介護料認定の遡及についてはi 問答集において、「一旦決定され

た行政処分をいつまでも不確定にしておくことは妥当でないので、最低生活
費の遡及変更は２か月程度（発見月及びその前月分まで）と考えるべきであ
ろう。（中略）２か月を超えて遡及する期間の最低生活費を追加支給すること
は、生活保護の扶助費を生活困窮に直接的に対処する給付として考える限り
妥当でない」（問１３－､２）とされていることから、遡及する時期は、本件申
請にあった平成２１年３月の前月である２月からが原則であると解されます。
しかしながら、不作為等特別な事情がある場合は、認定事実20 のとおり、

上記の前月分を超えて遡及することも考慮されるべきであると思料されます。

第６　結論
以上のとおり、本件審査請求は理由があるので、行政不服審査法（昭和３７

忝

白

…
…
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1
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夕

年法律第１６０号)第４０条第３項の規定に基づき、主文のとおり裁決します。

この裁決に不服がある場合は、この裁決があったことを知った日の翌日から起算
して３０日以内に、厚生労働大臣に対し再審査請求することができます( なお、裁
決があったこ｡とを知った日の翌日から起算して３０日以内であっても、裁決があっ
た日の翌日から起算して１年を経過すると再審査請求をするごとができなくなり
ます。)。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　▽
また、この裁決については、この裁決があったことを知った日の翌日から起算し

て６か月以内に、この裁決の前提となる処分をした北九州市を被告として( 訴訟に
おいて北九州市を代表する者は、北九州市長となります。)処分の取消しの訴えを、
あるいはこの裁決をした福岡県を被告として( 訴訟において福岡県を代表する者は。

､12-
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福岡県知事となります。）この裁決の取消しの訴えを提起することができます（な
お、裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、裁決
があった日の翌日から起算して１年を経過すると処分及び裁決の取消しの訴えを
提起することができなくなります。）。

頂
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Ｉ

平成２１年１２月２５日

福岡県知事　　麻　生

13



代理人目録

〈
　
　
　
　
　
　
二
麟月
白▽
　
＜

ヘ
ー
亅
ノ

14


